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建設業から排出される産業廃棄物の種類別排出量
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割合(%)

木くず93%7%

汚泥84%16%

がれき類85%15%

合計86%14%

委託自己
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百万トン

自己処理量
委託処理量

31.0

19.3

8.4

1.0

建設業多量排出事業者における自己処理と委託処理

（排出量上位３種類について）

産業廃棄物行政組織等調査報告書（平成１５年度実績） 環境省

注１ 多量排出事業者（１年間に１０００トン以上の産業廃棄物を排出する事業者）
から都道府県に報告された数値の集計値。

注２ 自己処理量は「自己再生利用量」、「自己直接埋立処分又は海洋投入」及び「自己中間処理量」の合計値とした。
注３ 委託処理量は「発生量」と「自己処理量」の差とした。



不法投棄廃棄物の種類

建設以外廃棄物計
165件 29.6%

建設廃棄物計
393件 70.4%

建設以外廃棄物計
28,796t 16.7%

建設廃棄物計
143,383t 83.3%

平成17年度
投棄量

172,179t

平成17年度
投棄件数

558件

産業廃棄物の不法投棄等の状況（平成17年度）についてから

燃え殻
12件 2.2%

汚泥（その他）
10件 1.8%

動植物性残さ
8件 1.4%

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類
（農業系）
6件 1.1%

木くず
（その他）
 14件 2.5%

ガラス･
陶磁器くず
 20件 3.6%

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類
（その他）
 14件 2.5%

繊維くず
 20件 3.6%
廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類
（廃タイヤ）
 20件 3.6%

金属くず
 22件 3.9%

汚泥(建設系）
 6件 1.1%

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類
(建設系）
 17件  3.0%

建設混合廃棄物
 85件
 15.2%

木くず(建設系）
 85件
 15.2%

がれき
 200件
 35.8%

建設混合
廃棄物
70,851t
41.1%

がれき
45,932t
26.7%

木くず(建設系）
14,779t
8.6%

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類

(建設系）
7,080t 4.1%

汚泥(建設系）
4,741t 2.8%

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類

（農業系）
4,218t 2.4%

汚泥（その他）
3,058t 1.8%
ガラス

･陶磁器くず
3,480t 2.0%

燃え殻
2,453t 1.4%

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類

（廃タイヤ）
2,557t 1.5%

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類

（その他）
 2,805t 1.6%

動植物性残さ
2,862t 1.7%
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産業廃棄物の不法投棄の状況について 環境省
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平成平成1717年度年度 都道府県別建設廃棄物不法投棄件数都道府県別建設廃棄物不法投棄件数

～5件
～10件
～20件
～30件

31件～

がれき類 木くず その他 小計 がれき類 木くず その他 小計

 北海道　　 8 1 4 13 23 三重県　 9 0 0 9 11

北海道計 8 1 4 13 23 滋賀県　 5 0 2 7 8

 青森県　 10 2 0 12 16 京都府　　　　 3 2 0 5 5
 岩手県　 5 2 3 10 17 大阪府　 1 0 0 1 1
 宮城県　 1 1 1 3 5 兵庫県　　　　 3 6 1 10 12
 秋田県　 0 0 0 0 0 奈良県　 1 0 9 10 10
 山形県　 0 0 0 0 2 和歌山県 8 1 1 10 10

 福島県　 2 2 5 9 15 近畿計 30 9 13 52 57

東北計 18 7 9 34 55 鳥取県 1 0 0 1 2

 茨城県　 12 14 40 66 101 島根県　 0 2 0 2 2
 栃木県　 3 7 2 12 25 岡山県　 6 2 0 8 10
群馬県　 18 4 2 24 37 広島県　 7 0 0 7 8
埼玉県　 0 0 0 0 1 山口県　 0 0 1 1 1

千葉県　 12 14 27 53 73 中国計 14 4 1 19 23

東京都　　　 0 0 0 0 0 徳島県　 2 1 0 3 5
神奈川県 1 2 1 4 5 香川県　 2 0 2 4 6

関東計 46 41 72 159 242 愛媛県　 8 2 0 10 10

新潟県　　　 1 1 1 3 5 高知県　 2 2 0 4 5

富山県　 2 0 0 2 4 四国計 14 5 2 21 26

石川県　 6 1 0 7 10 福岡県　 2 0 0 2 5
福井県　 2 0 0 2 3 佐賀県　 1 0 0 1 2
山梨県　 2 0 0 2 2 長崎県　 14 2 0 16 22
長野県　 0 0 1 1 1 熊本県　 3 2 0 5 9
岐阜県　 0 0 3 3 3 大分県　 4 1 0 5 5
静岡県 1 1 1 3 6 宮崎県　 18 10 1 29 38
愛知県　 0 0 0 0 1 鹿児島県 9 0 0 9 11

中部計 11 2 5 18 26 沖縄県　 5 0 0 5 5

九州計 56 15 1 72 97

全国 200 85 108 393 586

建設廃棄物 不法
投棄
計

建設廃棄物 不法
投棄
計

都道府県別建設廃棄物不法投棄件数内訳



平成17年度 実行者別建設系廃棄物の不適正処理・不法投棄

D 複数
4

C 無許可
業者
65

B 許可業
者
39

E 不明
123

A 排出事
業者
162

不法投棄

件数

393件

B 許可業
者
19,940

C 無許可
業者
77,440

D 複数
7,681

A 排出事
業者
20,330

E 不明
17,991

不法投棄

発生量

143,383t

不適正処理

件数

294件

A 排出事
業者
84,022

B 許可業
者
93,333

C 無許可
業者
41,732

D 複数
3,400

E 不明
5,198

不適正処理

発生量

227,685t

A 排出事
業者
187

E 不明
22

D 複数
1

C 無許可
業者
39

B 許可業
者
45

不法投棄

不適正処理

件数 発生量

第12条第1項違反

第16条違反



解　体　現　場（木造家屋等）

積替・保管場所
(自社施設）

粗選別

有価物
有価物と称す
るもの

無価物

売却

中間処理施設
(自社施設）

焼却 破砕

最終処分場

不適正
保管

積替

積替

不法投
棄

不法投
棄

有価物
有価物と称す
るもの

無価物

売却
不適正
保管

棄て逃げ
(ゲリラ化)

4t車

10t車

10t車

灰

現場Ａ

現場Ｃ

現場Ｄ

現場Ｅ

自社用地など

不適正
保管

現場Ｂ

不適正
保管

現場Ｃ

長距離運搬

長距離運搬

積替・保管場所
(許可施設）

中間処理施設
(許可施設）

現場A：解体現場から4ｔトラックで公道や農地に棄て逃げる。

現場B：解体現場から自社用地等に搬入し、自社物と称して不適正に大量保管している。

現場C：積替・保管施設や中間処理施設の用地内に不適正に大量保管している。

現場D：積替・保管施設等で積替した後、10ｔトラックで他人の所有地などに不法投棄する。

現場E：中間処理後の木くずチップを、燃料原料、敷き料、マルチング材等としての利用を目的とした有価物

と称して、不適正保管する。

木造建設解体廃棄物の不法投棄等の発生パターン

（小口巡回回収システム構築に関する調査報告書（平成１７年３月）から）



・１件あたりの投棄量が少なく、周辺環境への影響は比較的少ない。

環境影響等

・関東地域各地で発生している。

・量的には少ない。
特徴

Ａ ゲリラ的不法投棄 ：関東地域の平成１５年度の不法投棄等量０．３万ｔ （不法投棄等の約２％）

・周辺生活環境への影響大。環境影響等

・大量保管の場合、ほとんどが自社物として他者物を受け入れてい
ると見られる。

・関東各地で発生している。

・量的に多い。件数も多い。

特徴

Ｂ 自社処理と称する大量保管 ：関東地域の平成１５年度の不法投棄等量９．５万ｔ （不法投棄等の約６７％）

・周辺生活環境への影響大（ガス発生、火災、崩落等）環境影響等

・施設用地内に不適正保管している。中間処理や搬出の意思は見ら
れない。

・量的に多い。件数も多い。
特徴

Ｃ 積替保管施設・中間処理施設での不適正保管 ：関東地域の平成１５年度の不法投棄等量３．０万ｔ

（不法投棄等の約２０％）

・発生した場合には、組織的な投棄であり、量も多く周辺環境への影
響は大きい。

環境影響等

・減少傾向にある。特徴

Ｄ 積替保管施設等経由の大量投棄０．３万ｔ （不法投棄等の約２％）

・大量に保管された場合、発火等の危険があるが、Ｂ、Ｃに比べて影
響は少ない。環境影響等

・有価物と称して、不適正保管をしている。

・増加傾向にある。
特徴

Ｅ チップの大量保管 ：関東地域の平成１５年度の不法投棄等量１．２万ｔ （不法投棄等の約８％）

関東地域における不法投棄等の発生状況のまとめ

（小口巡回回収システム構築に関する調査報告書（平成１７年３月）から）


